
   宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金交付要綱 

 

平成２８年５月１９日告示第１０８号 

改正 平成２９年１２月７日告示第１４３号 

改正 平成３０年 ４月 ４日告示第１６４号 

改正 令和 ２年 ３月３０日告示第４３号 

改正 令和 ５年 ６月２１日告示第９８号 

 

（趣旨） 

第１条 地域農業のあり方及び集落等における農業の担い手を明確にする地域農業マスタ

ープランの実現に向け、中心経営体の規模拡大、地域資源を活用した多角化の取組み及

び地域農業をけん引するリーディング経営体の育成を支援するため、農業者の団体等が

地域農業計画実践支援事業を行う場合に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交

付することに関し、宮古市補助金交付規則（平成17年宮古市規則第67号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この告示において「中心経営体」とは、地域農業マスタープランに掲げられた中

心となる経営体（農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第19条第１項に規定

する地域計画を策定した地域にあっては、地域計画に掲げられた地域内の農業を担う者 

）をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助対象者は、次に掲げる団体又は個人とする。 

 (1) 中心経営体である法人（中心経営体（認定農業者若しくは認定新規就農者又は別に

定める目標年度までにこれらの認定を受ける見込みの者（以下「認定農業者等」とい

う。）に限る。）のうち、３戸以上の農家で組織する法人及び農事組合法人をいう。） 

 (2) 中心経営体等で組織する団体（３戸以上の農家で組織され、かつ、中心経営体（認

定農業者等に限る。）が過半数を占める団体をいう。） 

 (3) 農業協同組合の生産部会（農業協同組合内に組織された農業生産団体で、かつ、補

助事業によって利益を得る受益者が３戸以上であって、うち中心経営体（認定農業者

等に限る。）が過半数を占めるものをいう。） 

 (4) 農業協同組合 

 (5) 全国農業協同組合連合会岩手県本部 

 (6) 中心経営体である集落営農組織（中心経営体のうち、３戸以上の農家で組織された

団体で、基盤強化法第23条第４項に規定する特定農業団体又は特定農業団体に準ずる

組織をいう。） 

 (7) 中心経営体を含む団体（３戸以上の農家等で組織され、かつ、中心経営体（認定農

業者等に限る。）を含む団体をいう。） 

（補助金の区分及び対象経費等） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業区分、対象品目等、対象経費及び補助額は、別表

のとおりとする。また、補助対象経費の上限額及び下限額については、地域農業計画実

践支援事業実施要領（平成25年農振第７号）別記２のとおりとする。 

（実施計画の策定） 



第５条 補助事業を実施しようとする者は、宮古市地域農業計画実践支援事業実施計画承

認申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 (1) 宮古市地域農業計画実践支援事業実施計画書（様式第２号） 

 (2) 宮古市地域農業計画実践支援事業実施評価表（様式第３号） 

２ リーディング経営体育成型による事業を実施しようとする者は、前項の規定による申 

請書の提出をする前に経営発展計画（様式第３号の２）を作成し、市長に提出しなけれ 

ばならない。 

３ 第１項の規定による申請があった場合において、市長が適当と認めたときは、当該申

請をした者に対し、宮古市地域農業計画実践支援事業実施計画承認通知書（様式第４

号）により通知するものとする。 

（補助金の交付決定前の事業着工） 

第６条 補助事業を実施しようとする者のうち、補助金の交付の決定の前に補助事業に着

工しようとする者は、宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金交付決定前着工届（様

式第５号）を市長に提出しなければならない。 

（補助金の申請） 

第７条 規則第４条に定める申請書及び市長が定める書類は、次のとおりとする。 

 (1) 宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金交付申請書（様式第６号） 

 (2) 事業計画書（様式第７号） 

（交付の決定通知） 

第８条 規則第７条の規定による通知は、宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金交付

決定通知書（様式第８号）によるものとする。 

（補助事業の着工） 

第９条 補助事業を実施しようとする者のうち、前条の補助金の交付の決定後に補助事業

に着工した者は、速やかに宮古市地域農業計画実践支援事業に係る着工届（様式第９号 

）を市長に提出しなければならない。 

（実施計画の変更） 

第１０条 補助金の交付を決定した者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業の実

施計画を変更する場合は、宮古市地域農業計画実践支援事業実施計画変更承認申請書

（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出するものとする。 

 (1) 宮古市地域農業計画実践支援事業実施変更計画書（様式第２号） 

 (2) 宮古市地域農業計画実践支援事業実施変更評価表（様式第３号） 

２ 前項の規定による申請があった場合において、市長が適当と認めたときは、当該申請

をした者に対し、宮古市地域農業計画実践支援事業実施計画変更承認通知書（様式第４

号）により通知するものとする。 

（補助事業の軽微な変更） 

第１１条 規則第６条第１項第１号及び第２号に規定する軽微な変更は、次に掲げる変更

以外の変更とする。 

 (1) 別表の事業区分の欄に掲げる事業に係る経費の３０パーセントを超える増減 

 (2) 主要工事の内容の変更、機械若しくは施設の構造若しくは機能の変更又は機械の種

別の変更 

（補助事業の変更の承認申請等） 

第１２条 補助事業者は、規則第６条第１項第１号から第３号までの規定に基づき市長の 



承認を受けようとする場合は、宮古市地域農業計画実践支援事業変更（中止、廃止）承

認申請書（様式第１０号）に事業計画書を添えて、変更（中止、廃止）の理由の生じた

日から１５日以内に市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による申請があった場合において、市長がこれを適当と認めたときは、当

該申請をした者に対し、宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金交付決定変更通知書

（様式第１１号）により通知するものとする。 

 （補助事業の完了届等） 

第１３条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、市長に宮古市地域農業計画実践支

援事業完了届（様式第１２号）及び事業実績書（様式第７号）を提出するものとする。 

 （申請の取下げ期日） 

第１４条 規則第８条第１項に規定する申請の取下げ期日は、補助金の交付の決定の通知

を受領した日から起算して１５日以内とする。 

 （補助金の額の確定） 

第１５条 規則第１４条の規定による通知は、宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金

額確定通知書（様式第１３号）によるものとする。 

 （補助金の請求） 

第１６条 規則第１６条に定める関係書類は、次のとおりとする。 

 (1) 規則第１６条本文に定める補助金請求の場合 

  宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金請求（精算）書（様式第１４号） 

 (2) 規則第１６条ただし書に定める補助金請求の場合 

  宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金前金払請求書（様式第１５号） 

 （補助事業の評価） 

第１７条 補助事業者は、補助事業の開始年度から目標達成年度までの毎年度末に当該年

度の目標の達成状況を評価し、宮古市地域農業計画実践支援事業の事業評価報告書（様

式第１６号）に、宮古市地域農業計画実践支援事業実施評価表を添えて、翌年度の５月

１５日までに市長に提出するものとする。 

（書類の整備等） 

第１８条 補助対象者は、補助事業に係る収支を明らかにした書類を整備し、補助事業完

了後５年間保存しなければならない。 

 （補則） 

第１９条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

 この告示は、平成２８年５月１９日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この告示は、平成２９年１２月７日から施行し、この告示による改正後の宮古市いわて

地域農業マスタープラン実践支援事業費補助金交付要綱の規定は、平成２９年度の予算分

に係る事業から適用する。 

   附 則 

この告示は、平成３０年４月４日から施行する。 

   附 則 

 この告示は、令和２年３月３０日から施行する。 

   附 則 



 この告示は、令和５年６月２１日から施行し、この告示による改正後の宮古市地域農業

計画実践支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和５年度の予算分に係る事業から適用す

る。 

  



別表（第３条関係） 

事業区分 対象品目等 経    費 補 助 額 

１ 担い手育成型 

 

(1) 園芸等 

(2) 畜産 

中心経営体である法人、中心経営体等

で組織する団体、農業協同組合の生産

部会、農業協同組合又は全国農業協同

組合連合会岩手県本部が、地域農業計

画実践支援事業実施要領（平成 25 年

農振第７号。以下「要領」という。）

別記３に規定する基盤整備、生産管理

用機械整備（化学肥料及び化学農薬の

使用量の低減に必要な機械を含む。）

又は生産施設整備を行う場合に要する

経費 

当該事業を行う場合に要する

経費の２分の１に相当する額

（ただし、重点推進品目及び

推進品目の場合は３分の２に

相当する額） 

(3) 土地利用型作物 

（米、麦、大豆、 

 そば） 

中心経営体である集落営農組織が、要

領別記３に規定する基盤整備、生産管

理用機械整備（化学肥料及び化学農薬

の使用量の低減に必要な機械を含む。 

）又は生産施設整備を行う場合に要す

る経費 

当該事業を行う場合に要する

経費の２分の１に相当する額 

中心経営体である集落営農組織が、要

領別記３に規定する基盤整備、生産管

理用機械整備（化学肥料及び化学農薬

の使用量の低減に必要な機械を除く。 

）又は生産施設整備を行う場合に要す

る経費 

当該事業を行う場合に要する

経費の１０分の３に相当する

額 

２ 地域資源活用

型 

流通・加工処理機械 

施設整備 

中心経営体である法人又は中心経営体

を含む団体が、要領別記３に規定する

流通・加工処理機械施設整備を行う場

合に要する経費 

当該事業を行う場合に要する

経費の２分の１に相当する額 

３ リーディング 

経営体育成型 

(1) 園芸等 

(2) 畜産 

(3) 土地利用型作物 

（米、麦、大豆、 

そば） 

(4) 流通・加工処理 

機械施設整備 

要領別記１に定める要件を満たすリー

ディング経営体候補者が要領別記３に

定める生産管理用機械整備、生産施設

整備又は流通・加工処理機械施設整備

を行う場合に要する経費 

当該事業を行う場合に要する

経費の２分の１に相当する額 

備考 

１ この表において、「園芸等」及び「畜産」とは、要領別記３の品目をいう。 

２ この表において、「重点推進品目」及び「推進品目」とは、宮古地方農業振興協議会農産園芸

部会が定める宮古地方農産園芸特産活性化計画のⅤ品目別生産目標に規定する品目をいう。 

３ 補助額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数金額を切り上げるものとする。ただ

し、重点推進品目及び推進品目に係る補助金にあっては、この限りでない。 



様式第１号（第５条、第１０条関係） 

年  月  日  

 

 宮古市長         あて 

 

名 称             

代表者             

 

   宮古市地域農業計画実践支援事業実施計画（変更）承認申請書 

 宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金交付要綱第５条（又は第１０条）に基づき、実施計画（ 

変更）の承認を申請します。 

 

添付書類 

 (1) 宮古市地域農業計画実践支援事業実施（変更）計画書（様式第２号） 

 (2) 宮古市地域農業計画実践支援事業事業（変更）評価表（様式第３号） 

 



様式２号（第５条、第１０条） 

宮古市地域農業計画実践支援事業（変更）計画書 

年  月  日作成 

実施年度  市名  地区名  事業区分  

 

１ 事業実施主体 

団体名等  代表者  組合員数  

住所  連絡先  貸付対象者  

注 貸付する場合には、貸付者ごとに実施計画を作成すること。 

 

２ 地域農業マスタープラン（地域計画） 

プラン名 集落/地域名 

当初

作成

年月 

最終

更新

年月 

経営体（氏名） 現状（  年度） 計画（  年度） 新規就農・６次産業化・高付

加価格化・複合化・低コスト

化・法人化等の取り組み 

経営内容

（作物） 

経営規模

(ha、頭数等) 

経営内容

（作物） 

経営規模

(ha、頭数等) 

          

注１ 事業実施主体又は貸付対象者にかかるマスタープラン（地域計画）の内容を転記のこと。 

注２ 複数のマスタープラン（地域計画）に属する場合は、原則として全てのマスタープランを転記することとするが、事業の受益に関連する起債でも差し支えない。 

 

３ 事業目的 

 

 

４ 事業内容 

番号 対象作物 受益 事業内容 導入場所 
耐用 

年数 
担保 

 負担区分 施工計画 

備考 事業費 うち補助 

対象事業費 
県補助金 市費 

事業実

施主体 

着手(予定)

年月日 

完成(予定)

年月日 

１      □         

２      □         

３      □         

合計         

注１ 整備内容ごとに記載すること。なお、同機種・同規格のものを複数導入する場合に限り、一括計上できるものとする。 

注２ 事業費は、事業に要する経費（消費税等相当額を含む額。）を記載すること。 

注３ 備考欄には、除税額、上限単価等、補足情報を記載すること。 



 

５ 成果目標 

種別 番号 項目 現状値 目標値 向上率 事業と成果目標の関連性 成果目標達成に向けた具体的な取り組み内容 

        

        

注 現状値は原則として事業実施前年度の数値とする。ただし、事業実施前年度の数値が過去と比較して著しく乖離していると判断される場合は、事前に市町村長と協議した上で、過去５年間の

平均値を採用しても差し支えない。その場合は、現状値を算出した根拠資料を添付すること。 

 

 

６ 利用計画 

事業内容 
 

管理主体 
対象作物及び

受益面積等 
年次 

年間計画 
備考 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

    １年度目              

    ２年度目              

    ３年度目              

注１ 本計画は、基盤整備の場合は土地類用計画、機械・施設導入の場合は利用（稼働）計画、その他の場合は対象品目の作付又は飼養計画等を記載するものとし、表は必要に応じて適宜修正し

てかまわない。 

注２ 次年度以降概ね同じ利用計画となる場合は次年度以降の計画を省略しても構わない。の sの場合は備考欄に「次年度以降同じ」と記載すること。 

 

７ 添付資料 

（１）位置図 

（２）地域農業マスタープラン（地域計画）の写し（事業実施主体又は貸付対象者に該当する部分） 

（３）事業実施主体の定款又は規約等、組合員の状況がわかる資料の写し 

（４）事業導入の意思決定がわかる資料（総会資料、会議議事録等） 

（５）本事業により導入する機械、施設等の管理運営規程 

（６）貸付契約書案（貸付による場合） 

（７）規模決定根拠資料 

（８）事業費算定基礎資料（参考見積書、カタログ、実施設計書、設計図面等） 

（９）成果目標を自由設定により設定した場合は農業改良普及センターとの協議結果が分かる資料 

（10）事業実施主体の特例による場合は実施要領別記１の１の事業実施主体要件⑥要件を全て満たすことを証する資料 

（11）その他市長が必要と認める資料 

  



様式第３号（第５条、第１０条、第１７条関係） 

 

宮古市地域農業計画実践支援事業 

事業（変更）評価表（○年度目評価（○年度）） 

 

市 名  事業実施主体名  

 

１ 事業内容 

事業区分  事業内容  

対象作目  貸付対象者  

事 業 費         円 （うち県      円、市町村      円） 

 

２ 目標及び実績 

目標項目 現状値 

(○年度) 

実績値 

目標値 

(○年度) 

達成状況 

○・× 
１年度目 

（○年度） 

２年度目 

（○年度） 

３年度目 

（○年度） 

〔必須項目〕 

 
     

 

（向上率） % % % % 

〔任意項目〕 

 
     

 

（向上率） % % % % 
 注１ 向上率の計算は（○年度目―現状値）／現状値×100％とし、小数点以下第２位を四捨五入する。 

    なお、現状値が０で実績値が生じた場合は、向上率の欄に「皆増」と記載する。 

 注２ 達成状況の欄は、目標値に達した場合は「○」を、達しない場合は「×」を記載する。 

 

３ 未達成項目に対する改善措置 

未達成項目 未達成の要因 達成に向けた対策 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注 貸付による場合は貸付対象者ごとに作成すること。



様式第３号の２（第５条関係） 

経営発展計画［宮古市地域農業計画実践支援事業（リーディング経営体育成型）］ 

 

記入年月日     年  月  日 

 

氏  名 

（法人名） （法人代表者名                 ） 

住 所 
〒  - 

電話番号      （  ） 

生年月日 

（法人設立年） 

      年   月   日生 

(法人設立          年) 

農業経営改善計画 

認定年度 

    年度認定 

 

認定市町村：       

中心経営体として位置付けられる地域農業マスタープラン（地域計画）名 

 ○○地域農業マスタープラン（○○地域計画） 

集落/地区名： 

営農作目  

＜参考＞ 

いわてアグリフロンティアスクール 

      年度受講修了 

（法人の場合、受講者氏名：               ） 

 

１ 経営発展のための事業計画（規模拡大等のため導入しようとする機械・施設、事業・資金、実施時期、必要とする理由など） 

（１）宮古市地域農業計画実践支援事業（リーディング経営体育成型）で導入する機械・設備等の必要性 

(1) 現状の課題 

   

 

(2) 機械等の導入により期待される効果及び販売額向上に寄与する理由（数値等を用い具体的に記入すること） 

   

 



（２）経営発展のための事業計画 

事業内容 規模・構造等 実施時期 事業費 活用する資金・事業名 

     

     

     

 

２ 将来の農業経営に関する目標 

（１）規模の拡大等の生産部門の目標 

経営内容 

取組事項等 

現 状 

(   年) 

【事業実施年度】 

１年度目 

(   年) 

 

２年度目 

(   年) 

【目標年度】 

３年度目 

(   年) 

 

 

    

販 売 額 

（万円） 
    

  

（２）農畜産物加工・販売等の経営多角化部門の目標 

経営内容 

取組事項等 

現 状 

(   年) 

【事業実施年度】 

１年度目 

(   年) 

 

２年度目 

(   年) 

【目標年度】 

３年度目 

(   年) 

 

 
    

販 売 額 

（万円） 
    

 



（３）販売額及び農業所得の目標（（１）＋（２）） 

 
現 状 

(   年) 

【事業実施年度】 

１年度目 

(   年) 

 

２年度目 

(   年) 

【目標年度】 

３年度目 

(   年) 

販 売 額 

（万円） 
    

農業所得 

（万円） 
    

   注） 農業所得は、対象品目等を販売したことによるものであること。 

   注２） 事業実施年度から３年度目までの目標販売額が３千万円又は農業所得が１千万円以上となること。 

       

（４）労働力、雇用の目標 

 
現 状 

(   年) 

【事業実施年度】 

１年度目 

(   年) 

 

２年度目 

(   年) 

【目標年度】 

３年度目 

(   年) 

主たる従事者の人数 

（人） 
    

従たる従事者の人数 

（人） 
    

雇用人数 

(実人数) 

常用雇用     

臨時雇用     

 

（５）経営・財務管理の改善目標 

 

 

 



（６）市場価格下落など経営リスクに対する対応方向 

 

 

（７）その他経営発展に向け取り組む事項 

（生産方式の改善、マーケティング、法人化・組織整備など） 

 

 

３ その他 

(１) 農業経営改善計画書の写しを添付すること。 

(２) 事業実施前年度の決算書の写しを添付すること。 

(３) 経営理念、経営方針、経営戦略及び収支計画等を明文化した中長期の経営計画の写しを添付すること。（いわてアグリフロンティ 

アスクールを修了した者は、同スクールを通じて作成した農業ビジネス戦略計画をもって代えることができること。） 

 

 

 

 



様式第４号（第５条、第１０条関係） 

第     号  

年  月  日  

 

 名 称 

 代表者 

 

宮古市長        印  

 

 

   宮古市地域農業計画実践支援事業実施計画（変更）承認通知書 

  年 月 日付けで申請のあった実施計画（変更）については、宮古市地域農業計画実践支援事業

費補助金交付要綱第５条第２項（又は第１０条第２項）の規定により、これを承認します。 

 

記 

地区名 事業実施主体 事業区分 事 業 内 容 事 業 費 補 助 金 

      

 



様式第５号（第６条関係） 

年  月  日  

 

 宮古市長         あて 

 

名 称             

代表者             

 

 

   宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金交付決定前着工届 

  年 月 日付け  第  号で承認された実施計画に基づく下記事業について、別記条件を了承

の上、補助金交付決定前に着工したいので、届出します。 

 

記 

地   区   名  

事 業 区 分  

事 業 内 容  

事   業   費          円 

施 行 方 法  

着 工 予 定 年 月 日       年  月  日 

完 了 予 定 年 月 日       年  月  日 

補助金交付決定前着 

工を必要とする理由 
 

 

 

 

 

別記条件 

１ 補助金交付決定を受けるまでの期間内に、災害等の事由によって、実施した事業に損失を生じた

場合、その損失は事業実施主体が負担する。 

２ 補助金交付決定の額が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議を申し

立てない。 

３ 補助金交付決定を受けるまでの期間内は、当該事業の計画変更は行わない。 

４ 着工後、速やかに入札又は見積合わせの顛末書及び契約書等の写しを提出する。 



様式第６号（第７条関係） 

年  月  日  

 

 宮古市長         あて 

 

名 称             

代表者             

 

 

   宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金交付申請書 

  年度において、宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金の交付を受けたいので、宮古市補助金

交付規則により、関係書類を添えて、次のとおりの補助金の交付を申請します。 

 

 金          円 

 



様式第７号（第７条、第１２条、第１３条関係） 

 

事 業 計 画 （ 実 績 ） 書 
 

１ 事業の目的 

    

 

２ 事業の内容及び経費の配分 （単位：円） 

地区名 
事業実施

主体名 
事業区分 

事業費 市の 

補助事業に 

要する経費

(A)+(B) 

負担区分 

備考 
(A)＋ (B)＋ (C) 

うち補助対

象事業費 
県補助金 

(A) 

市町村費 

(B) 

その他 

(C) 

          

計          

 

３ 事業完了予定（完了）年月日      年  月  日 

 

４ 収支予算（精算） 

 （１） 収入の部 （単位：円） 

区 分 
本年度予算額 

（本年度精算額） 

前年度予算額 

（本年度予算額） 

比較 
備考 

増 減 

市補助金      

自己資金      

計      

 

 

 

 



（２） 支出の部 （単位：円） 

区 分 
本年度予算額 

（本年度精算額） 

前年度予算額 

（本年度予算額） 

比較 
備考 

増 減 

担い手育成型      

地域資源活用型      

計      

  

 注１ ２は、原則として交付決定単位の記載とする。また、事業費は事業に要する経費（消費税等相当額を含む額）であること。 

 注２ 消費税等相当額を補助対象経費から除外した場合は、２の備考欄に「除税額○○円」と記載すること。 

 注３ 事業計画書の場合は以下のとおりとする。 

    ・３は「事業完了予定年月日」とし、補助事業の完了予定日（補助金の最終支払予定日又は最終完了確認予定日のいずれか遅い日付）を記

載すること。 

    ・４は「収支予算」とし、内訳は「本年度予算額」よ「前年度予算額」を記載すること。 

    ・変更の場合は、変更箇所について、変更前を上段括弧書き、変更後を下段とすること。 

 注４ 事業実績書の場合は以下のとおりとする。 

    ・３は「事業完了年月日」とし、補助事業の完了日（補助金の最終支払日又は最終完了確認日のいずれか遅い日付）を記載すること。 

    ・４は「収支精算」とし、内訳は「本年度精算額」と「本年度予算額」とすること。 

    ・交付決定と実績に差異がある場合には、交付決定を上段括弧書き、実績を下段とすること。 

 



様式第８号（第８条関係） 

 

宮古市指令  第  号  

 

 

名 称                

代表者                

 

 

   宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金交付決定通知書 

  年 月 日付けで交付申請のあった宮古市地域農業計画実践支援事業に対し、宮古市補助金交付

規則及び宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金交付要綱第７条の規定により、補助金     円

を交付することに決定したので通知します。 

 

      年  月  日 

 

宮古市長         印    

 

 

  



様式第９号（第９条関係） 

年  月  日  

 

 宮古市長         あて 

 

名 称             

代表者             

 

 

   宮古市地域農業計画実践支援事業に係る着工届 

  年 月 日付け宮古市指令  第  号により補助金の交付の決定のあった事業について、下記

のとおり着工したので、届出ます。 

 

記 

地   区   名  

事 業 区 分  

事 業 内 容  

事   業   費          円 

施 行 方 法  

着 工 予 定 年 月 日       年  月  日 

完 了 予 定 年 月 日       年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注 入札又は見積合わせの顛末書及び契約書等の写しを添付すること。  



様式第１０号（第１２条関係） 

年  月  日  

 

 宮古市長         あて 

 

名 称             

代表者             

 

 

   宮古市地域農業計画実践支援事業変更（中止、廃止）承認申請書 

  年 月 日付け宮古市指令  第  号で補助金の交付の決定の通知のあった宮古市地域農業計

画実践支援事業の実施について、次の理由により事業を変更（中止、廃止）したいので、承認される

よう関係書類を添えて申請します。 

 

 理由 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 変更前と変更後を容易に比較対照できるように、変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書き

で上段に記載すること。  



様式第１１号（第１２条関係） 

 

宮古市指令  第  号  

 

名 称                

代表者                

 

   宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金交付決定変更通知書 

  年 月 日付け宮古市指令  第  号で交付決定の通知をした 年度宮古市地域農業計画実践

支援事業費補助金について、宮古市補助金交付規則第１２条の規定により、次のとおり変更したので

通知します。 

 

      年  月  日 

 

宮古市長         印    

 

  補助金交付決定額         円 

 

  



様式第１２号（第１３条関係） 

年  月  日  

 

 宮古市長         あて 

 

名 称             

代表者             

 

 

   宮古市地域農業計画実践支援事業完了届 

  年 月 日付け宮古市指令  第  号で補助金の交付の決定のあった事業は、 年 月 日に

完了したので、届出ます。 

 

  



様式第１３号（第１５条関係） 

 

宮古市指令  第  号  

 

名 称                

代表者                

 

   宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金額確定通知書 

  年  月  日付け第  号で完了実績報告のあった宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金

については、宮古市補助金交付規則第１４条の規定により、下記のとおり確定したので通知します。 

 

    年  月  日 

 

宮古市長         印    

 

  確定補助金額 金         円 

  



様式第１４号（第１６条関係） 

年  月  日  

 

 宮古市長         あて 

 

名 称             

代表者          印  

 

 

   宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金請求（精算）書 

  年 月 日付け宮古市指令  第  号で補助金の交付の決定の通知のあった宮古市地域農業計

画実践支援事業が完了したので、宮古市補助金交付規則により、関係書類を添えて、次のとおり補助

金の交付を請求します。 

 

 金         円 

  補助金交付決定額    金         円 

  前金払受領額      金         円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 精算の結果、交付を受ける補助金が無い場合は、標題の「請求」及び本文中「補助金の交付を請

求」を「精算」と記載すること。  



様式第１５号（第１６条関係） 

年  月  日  

 

 宮古市長         あて 

 

名 称             

代表者          印  

 

 

   宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金前金払請求書 

  年 月 日付け宮古市指令  第  号で補助金の交付の決定の通知のあった宮古市地域農業計

画実践支援事業について、補助金の前金払を受けたいので、次のとおり請求します。 

 

 金         円 

  補助金交付決定額    金         円 

  前回までの受領済額   金         円 

  今回請求額       金         円 

  差引き残額       金         円 

 

 理由 

 

  



様式第１６号（第１７条関係） 

年  月  日  

 

 

 宮古市長         あて 

 

名 称             

代表者             

 

 

   宮古市地域農業計画実践支援事業の事業評価報告書 

 宮古市地域農業計画実践支援事業費補助金交付要綱第１７条に基づき、 年度目評価について別添

のとおり報告します。 

 

添付書類 

 宮古市地域農業計画実践支援事業評価表（様式第３号） 


